
1　事業の概要

①　成果目標（H25)

②　事業内容

　国庫支出金

　県　債

　その他（　　　　　　）

　一般財源

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

　耐震改修工事については、前年度繰越及び当初予算により工事が完了する16棟（うち4棟新規着手）に加え、補正予算により30棟の

工事に着手(うち3棟完了)し、平成25年度末の耐震化率を91.5％とする。

　耐震改修工事の実施設計については、前年度繰越により実施設計を行う31施設56棟に加え、補正予算により19施設22棟を行い、耐

震改修が必要な施設の実施設計を完了させる。

Ｈ25

H26

目標

H24末

（実績）

目標 成果

達成状況

94.7%

3,742,776 2,974,986

仮設校舎建設許可申請手数料等 506 506 404

合計 3,004,223 3,898,978

91.5% 89.0% 未達成

2,982,646

　県民の生命及び財産を保護し、震災時の膨大な災害復興費用の軽減を図るため、「県有施設耐震化整備プログラム」により、県有施設

の防災上重要な拠点となる庁舎や多くの方が利用する学校、病院等の耐震診断及び耐震改修を行い、施設利用者の安全性を確保す

る。

　防災上重要な拠点となる庁舎や多くの県民に利用される学校等耐震化対象の県有施設1,240棟の耐震化率は、平成25年3月末現在

86.8％となっており、耐震化の必要な施設は161棟、耐震診断が必要な施設は3棟残っている。

成果目標の達成状況

項目

耐震化率(%)

事業番号 11 10 02

事業改善シート （25年度実施事業分）　　□予算要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　■点検

事　業　名

公共施設耐震対策事業費

公共施設耐震対策事業費公共施設耐震対策事業費

公共施設耐震対策事業費

担

当

課

部局 建設部

　　　５　災害に強い建物・道路等の整備 実施期間 H18 ～ H27

県が関与

する理由

目指す姿

現状

県関与の必要性あり

県民との協働による実施： 困難

【左記の説明、根拠法令等】

耐震改修促進法、長野県耐震改修促進計画、

県有施設耐震化整備プログラム

課・室 施設課

総合５か年

計画

プロジェクト  E-mail

shisetsu@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開

４－１　地域防災力の向上

２　工事・監理 直接

事業内容

（単位：千円）　

項目

実施方法

H25事業実績

H25

H26

（当初） （決算） （当初）

１　実施設計、耐震診断 直接

木曽合庁など耐震改修が必要な50施設78棟の実施設

計が完了

0 155,696 7,256

県庁本館棟など27施設47棟の耐震改修工事及び監

理

3,003,717

３　確認申請手数料等 直接

0

2,687,784
3,004,223 2,982,646

145,432

合計（A)
2,216,052 3,128,078

86.8%

25年度

25年度25年度

25年度 26年度

346,937 788,680

当初予算
1,549,942

補正予算 280,173 174,123 251,507

区　　分（単位：千円） 23年度 24年度

Aの

財源

3,208,844
4,044,410

概　算

人件費

4.30 5.30 5.30 5.30

35,509

2,160,911
2,420,164

3,898,978
0

43,767

28,942 293,844 325,903 253,060

□ 事業を実施しない □ 事業を見直して実施 ■ 事業を現行どおり実施

今後、事業

をどのよう

にしていき

たいか

　県有施設耐震化整備プログラムに基づき耐震改修を引き続き進め、平成27年度までの耐震化目標100%の達成に取り組む。

目標に対

する成果

の状況

　県有施設耐震化整備プログラムに基づき計画的に耐震化を進め、平成25年度末の耐震化率は89.0％となった。

 概算事業費（B（A）+C）

2,196,420
2,463,931

3,942,745 3,171,845

43,767 43,767

事

 

業

 

コ

 

ス

 

ト

予

算

額

前年度繰越 385,937

1,935,110
0 0

1,147,018

252,000 2,915,000
3,467,000 1,728,000

0 0 251,507 0


